
令和６年７⽉２２⽇

経済産業省 九州経済産業局
資源エネルギー環境部

電⼒・ガス事業課

洋上⾵⼒発電の導⼊促進について



１．エネルギー政策の最近の動き



エネルギー政策に係る最近の動き（２０２０年〜）

2020年 2021年 2022年
10⽉ 4⽉

10⽉ 2⽉

２０５０年
カーボンニュートラ

ル宣⾔

2⽉

2030年
４６％削減表明
（５０％の⾼みに向け

て挑戦）

ロシアのウクライナ
侵略

2050年カーボン
ニュートラルに伴う

グリーン成⻑戦略（改定）

地球温暖化
対策計画

（閣議決定）

6⽉

2

2023年

クリーンエネルギー
戦略 中間整理
（経済産業省）

2050年カーボン
ニュートラルに伴う
グリーン成⻑戦略
（経済産業省）

5⽉

2024年

12⽉ 5⽉

GX推進戦略
（閣議決定）

7⽉

COP２６ COP２７ COP２８

10⽉ 11⽉ 11⽉7⽉

GX実⾏会議
（第１回〜）

第６次
エネルギー基本計画

（閣議決定）

GX実現に向けた
基本⽅針

（閣議決定）

・S+3E
・エネルギー需給⾒通し
（エネルギーミックス）

・エネルギー安定供給の確保を⼤前提としたGXの取り組み
・成⻑志向型カーボンプライシング構想
（分野別投資戦略、CP)

・重点１４成⻑産業分野
・グリーンイノベーション基⾦

GX推進法／
GX脱炭素電源法

（国会成⽴）

・エネルギー安全保障確保
・CNに向けた経済・社会、産業

構造変⾰



我が国の温室効果ガス削減の中期⽬標と⻑期⽬標の推移

出典︓環境省資料を基に経済産業省作成 3



 社会全体としてカーボンニュートラルを実現するには、電⼒部⾨では脱炭素電源の拡⼤、産業・⺠⽣・運輸
（⾮電⼒）部⾨（燃料利⽤・熱利⽤）においては、脱炭素化された電⼒による電化、⽔素化、メタネー
ション、合成燃料等を通じた脱炭素化を進めることが必要。

⽔素（⽔素還元製鉄、
FCVなど）

電化・⽔素化等で
脱炭素化できない領域は
CCUS/カーボンリサイク
ル等の最⼤限活⽤

電化

脱炭素電源
再エネ
原⼦⼒

⽕⼒＋CCUS/カー
ボンリサイクル

⽔素・アンモニア

メタネーション、
合成燃料

⾮
電
⼒

電
⼒

2050年
排出＋吸収で実質0トン

（▲100%）

※数値はエネルギー起源CO2

炭
素

除
去

森林吸収源、
DACCSなど

バイオマス

⺠⽣
1.0億トン

産業
2.7億トン

運輸
1.8億トン

4.4億トン
電⼒

⺠⽣

産業

運輸

2021年
9.9億トン

2030年
（GHG全体で2013年度⽐▲46%）

※更に50％の⾼みに向け挑戦を続ける

カーボンニュートラルへの転換イメージ
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【参考】2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略
○温暖化への対応を、経済成⻑の制約やコストとする時代は終わり、「成⻑の機会」と捉える時代に突⼊している。

○実際に、研究開発⽅針や経営⽅針の転換など、「ゲームチェンジ」が始まっている。
この流れを加速すべく、グリーン成⻑戦略を推進する。

○「イノベーション」を実現し、⾰新的技術を「社会実装」する。
これを通じ、2050年カーボンニュートラルだけでなく、CO2排出削減にとどまらない「国⺠⽣活のメリット」も実現する。

• グリーンイノベーション基⾦（２兆円の基⾦）
• 経営者のコミットを求める仕掛け
• 特に重要なプロジェクトに対する重点的投資

政策を総動員し、イノベーションに向けた、企業の前向きな挑戦を全⼒で後押し。

予算 税制 ⾦融 規制改⾰・標準化

国際連携

1 ２ ３ ４

５

• カーボンニュートラル投資促進税制
（最⼤10％の税額控除・50％の特別償却）

• 多排出産業向け分野別ロードマップ
• TCFD等に基づく開⽰の質と量の充実
• グリーン国際⾦融センターの実現

• 新技術に対応する規制改⾰
• 市場形成を⾒据えた標準化
• 成⻑に資するカーボンプライシング

• ⽇⽶・⽇EUとの技術協⼒
• アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ
• 東京ビヨンド・ゼロ・ウィーク

⼤学における取組の推進等 2025年⽇本国際博覧会 若⼿ワーキンググループ６ ７ ８
• ⼤学等における⼈材育成
• カーボンニュートラルに関する分析⼿法や統計

• ⾰新的イノベーション技術の実証の場
（未来社会の実験場）

• 2050年時点での現役世代からの提⾔

洋上⾵⼒・
太陽光・地熱

⽔素・
燃料アンモニア

次世代
熱エネルギー

原⼦⼒ ⾃動⾞・
蓄電池

半導体・
情報通信

船舶

⾷料・
農林⽔産業

航空機 カーボンリサイ
クル・マテリアル

資源循環関連物流・⼈流・
⼟⽊インフラ

住宅・建築物・
次世代電⼒
マネジメント

ライフスタイル
関連

2050年に向けて成⻑が期待される、14の重点分野を選定。
・ ⾼い⽬標を掲げ、技術のフェーズに応じて、実⾏計画を着実に実施し、国際競争⼒を強化。 ・ 2050年の経済効果は約290兆円、雇⽤効果は約1,800万⼈と試算。

• 2040年、3,000~ 4,500
万kWの案件形成【洋上⾵⼒】
• 2030年、次世代型で14

円/kWhを視野【太陽光】

• 2050年、2,000万トン
程度の導⼊【⽔素】
• 東南アジアの5,000億

円市場【燃料アンモニア】

• 2050年、既存インフラ
に合成メタンを90％
注⼊

• 2035年、乗⽤⾞の
新⾞販売で電動⾞
100％

• 2040年、半導体・
情報通信産業の
カーボンニュートラル化

• 2030年、⾼温ガス炉の
カーボンフリー⽔素製造
技術を確⽴

• 2028年よりも前倒しで
ゼロエミッション船の商業
運航実現

• 2050年、カーボンニュー
トラルポートによる港湾
や、建設施⼯等におけ
る脱炭素化を実現

• 2050年、農林⽔産業
における化⽯燃料起源
のCO2ゼロエミッション化
を実現

• 2030年以降、電池
などのコア技術を、
段階的に技術搭載

• 2050年、⼈⼯光合成
プラを既製品並み【CR】
• ゼロカーボンスチールを実

現【マテリアル】

• 2030年、新築住宅・
建築物の平均でZEH・
ZEB【住宅・建築物】

• 2030年、バイオマス
プラスチックを約200万ト
ン導⼊

• 2050年、カーボンニュー
トラル、かつレジリエントで
快適なくらし



2010年度
（震災前）

2021年度
（現在）

2030年度
（旧ミック
ス）

2030年度
（新ミック
ス）

2010年度
（震災前）

2021年度
（現在）

2030年度
（旧ミック
ス）

2030年度
（新ミック
ス）

エネルギーミックス 〜エネルギー政策の⼤原則 S+3E 〜２０３０年度

⼀次エネルギー供給 電源構成

安定供給
(Energy Security)

⾃給率︓30％程度
（旧ミックスでは概ね25％程度）

経済効率性
(Economic Efficiency)
電⼒コスト︓8.6〜8.8兆円程度
（旧ミックスでは9.2〜9.5兆円程度）

環境適合
(Environment)

エネルギー起源CO2 45％削減
（旧ミックスでは25％削減）

＜S+3Eの⼤原則＞
安全性(Safety)

化⽯全体︓83％
ＬＮＧ 25％
⽯油等 36％
⽯炭 22％

化⽯全体︓76％
ＬＮＧ 18％
⽯油等 33％
⽯炭 25％

化⽯全体︓67％
ＬＮＧ 18％
⽯油等 31％
⽯炭 19％

11〜10％

再エネ 14

％原⼦⼒ 2

％

再エネ 13
〜14％原

⼦⼒

9〜10％

再エネ
22〜23％

原⼦⼒⽔素・アンモ
ニア 0％ ⽔素・アンモ

ニア 0％ ⽔素・アンモ
ニア 1％

化⽯全体︓81％
ＬＮＧ 18％
⽯油等 40％
⽯炭 23％

再エネ 8
％

原⼦⼒ 11％
⽔素・アンモ
ニア 0％

化⽯⽕⼒︓73％
ＬＮＧ 34％
⽯油等 7％
⽯炭 31％

化⽯⽕⼒︓56％
ＬＮＧ 27％
⽯油等 3％
⽯炭 26％

化⽯⽕⼒︓41％
ＬＮＧ 20％
⽯油等 2％
⽯炭 19％

原⼦⼒ 7％
原⼦⼒

22〜20％
原⼦⼒

20〜22％

再エネ 20
％

再エネ
22〜24％ 再エネ

36〜38％

⽔素・アンモ
ニア 0％

⽔素・アンモ
ニア 0％ ⽔素・アンモ

ニア 1％

バイオマス 5
％

⾵⼒ 5％

太陽光
14〜16％

⽔⼒
11％

地熱 1％

化⽯⽕⼒︓65％
ＬＮＧ 29％
⽯油等 9％
⽯炭 28％

原⼦⼒ 25％

再エネ 9
％

⽔素・アンモ
ニア 0％

6



GX（グリーントランスフォーメーション）
 ⽇本では、産業⾰命以来の化⽯エネルギー中⼼の産業構造・社会構造から、クリーンエネルギー中⼼のものへ

転換することをグリーントランスフォーメーション（GX）と位置づけ。

 GX推進を通じて、エネルギー安定供給、経済成⻑、脱炭素の3つを同時に実現すべく、取組を進めていく。

脱炭
素

安定供給

経済
成長

• 世界で脱炭素化に向けた
潮流が加速

• GXにより、2030年温室効
果ガス46％削減、2050
年カーボンニュートラルの国
際公約を実現。

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界各国
でエネルギー価格を中⼼にインフレーションが発⽣。

• 化⽯燃料への過度な依存から脱却し、危機にも強い
エネルギー需給構造を構築。

• GXに向けた⼤規模な投資
競争が世界規模で発⽣

• ⽇本が強みを有するGX
関連技術を活⽤し、経済
成⻑を実現。

7
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【GX政策】 GX実現に向けた基本⽅針（2023.2.10閣議決定）

 GXを加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出
し、⽇本経済の産業競争⼒強化・経済成⻑につなげていく。

 今年度、GX実現に向けて必要となる関連法案を提出、成⽴。

（１）エネルギー安定供給の確保を
⼤前提としたGXの取組

（２）「成⻑志向型カーボンプライシング構想」
等の実現・実⾏

①徹底した省エネの推進

②再エネの主⼒電源化

③原⼦⼒の活⽤

④その他の重要事項
• ⽔素・アンモニアと既存燃料との価格差に着⽬した⽀援
• 計画的な脱炭素電源投資の後押し
• 余剰LNGの戦略的な確保 等

①GX経済移⾏債を活⽤した、今後10年間で
20兆円規模の先⾏投資⽀援

②成⻑志向型CPによるGX投資インセンティブ
i. 排出量取引制度の本格稼働 【2026年度〜】
ii. 発電事業者に有償オークション導⼊【2033年度〜】
iii.炭素に対する賦課⾦制度の導⼊【2028年度〜】

※上記を⼀元的に執⾏する主体として「GX推進機構」を創設

③新たな⾦融⼿法の活⽤

④国際戦略・公正な移⾏・中⼩企業等のGX

ＧＸ脱炭素電源法 等
「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確⽴を図るための電気事業法等の⼀部を改正する法律」

ＧＸ推進法
「脱炭素成⻑型経済構造への円滑な移⾏の推進に関する法律」
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２．洋上⾵⼒発電の導⼊促進について



○先⾏する欧州では、遠浅の北海を
中⼼に、落札額が10円/kWhを
切る事例や市場価格（補助⾦ゼ
ロ）の事例が⽣ずる等、⾵⾞の⼤
型化等を通じて、コスト低減が進展。

②安価な電⼒①⼤量導⼊

 洋上⾵⼒発電は、①⼤量導⼊、②安価な電⼒、③⼤きな経済波及効果が期待されることから、再⽣可
能エネルギーの主⼒電源化に向けた切り札。

③⼤きな経済波及効果
○洋上⾵⼒発電設備は、部品数

が多く（数万点）、また、事業規
模は数千億円にいたる場合もあり、
関連産業への波及効果が⼤きい。
地域活性化にも寄与。

運転開始年
価格

(€＝131.4円
￡＝155円)

※2021年平均相場

プロジェクト名国

2008年200EUR/MWh
(26円/kWh)

The Princess 
Amalia

オランダ

2021年54.49EUR/MWh
(7.1円/kWh)BorsseleⅢ＋Ⅳオランダ

2023年市場価格
（補助⾦ゼロ）

Hokkandse Kust
Noord V

オランダ

2023年市場価格
（補助⾦ゼロ）

Hollande Kust
Zuid 3 & 4オランダ

2024年44.99EUR/MWh
(5.9円/kWh)Sofiaイギリス

2024年44.99EUR/MWh
(5.9円/kWh)

Doggerbank
Creyke Beck 

A
イギリス

2026年44 EUR/MWh
(5.8円/kWh)Dunkirkフランス

2027年37.35ポンド/MWh
(5.7円/kWh)Hornsea3,4イギリス

洋上⾵⼒発電導⼊の意義

欧州・⽇本における導⼊状況

○欧州を中⼼に世界で導⼊が拡⼤
○四⽅を海に囲まれた⽇本でも、北

海周辺とは地形や⾵況が異なるも
のの、今後導⼊拡⼤が期待されて
いる。

タワーブレード ナセル

欧州における港湾都市の事例（デンマーク・エスビアウ港）

・建設・運転・保守等の地域との結びつきの強い産
業も多いため、地域活性化に寄与。

・エスビアウ市では、企業誘致にも成功し、約8,000
⼈の雇⽤を創出。

15

⾵⾞の数発電所数
累積発電

容量
（万kW）

国名

2,294401,043英国

1,50129769ドイツ

55914170デン
マーク

39911226ベル
ギー

5379261オラン
ダ

330.7⽇本

【出典】欧州︓Offshore Wind in Europe Key trends and statistics 2020より引⽤

※このほか、秋⽥県の秋⽥港（Vestas製4.2MW×13基）
能代港（Vestas製4.2MW×20基）における案件等も進⾏中。
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洋上⾵⼒発電のための海域利⽤ルール整備 〜再エネ海域利⽤法の施⾏〜

【出所】洋上⾵⼒産業ビジョン（第１次）
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再エネ海域利⽤法に基づく⼿続きについて
 再エネ海域利⽤法に基づく、具体的な⼿続きの流れは、下記の図のとおり。

 同法においては、⾃然的条件が適当であること、漁業や海運業等の先⾏利⽤に⽀障を及ぼさないこと、
系統接続が適切に確保されること、等の要件に適合した⼀般海域内の区域を促進区域に指定し、その区域
内では最⼤30年間の占⽤許可を事業者は得ることができる。
また、事業者選定のための公募では、⻑期的・安定的・効率的な事業実施の観点から最も優れた事業者を
選定することで、責任ある⻑期安定的な電源かつコスト競争⼒のある電源として洋上⾵⼒発電の導⼊を促進
する仕組みとなっている。



＜参考＞⾵⼒発電の導⼊状況

18【出所】総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネル
ギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第62回）



【参考】現在の各地域における区域の状況 促進区域、有望な区域等の指定・整理状況
（2024年2⽉6⽇時点）

【凡例】
●促進区域
●有望区域
●準備区域

※容量の記載について、事業者選定後の案件は選定事業者の計画に基づく発電設備出⼒量。
それ以外は、系統確保容量⼜は調査事業で算定した当該区域において想定する出⼒規模。 19
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洋上⾵⼒産業ビジョンの策定
 「洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議会」の検討結果に基づき、中⻑期的な政府及

び産業界の⽬標、⽬指すべき姿と実現⽅策等について、令和２年12⽉に取りまとめ。
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＜参考＞産業界による国内調達・コスト低減⽬標の設定
 国内外から投資を呼び込み、競争⼒があり強靱なサプライチェーンを形成するため、政府による導⼊⽬標の設定

に加えて、産業界は以下の⽬標を設定。
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 洋上⾵⼒発電関連産業のサプライチェーン構築に向けた管内企業へのアンケート調査では、「全体的に情報が不
⾜しており、検討の端緒がつかめない」を課題と感じているとの回答が多く、ネットワーク化を望む声が寄せられた。

 そのため、令和５年度から「九州洋上⾵⼒関連産業ネットワーク」を⽴ち上げ。今後、段階的に地域企業のサプ
ライチェーン参⼊を⽀援。 ※2024年7⽉1⽇現在で産学官からなる105の会員が登録。

中堅・中⼩企業

参⼊済⼤企業
海外メーカー等

⾃治体

九州洋上⾵⼒関連産業
ネットワーク

⽀援機関・⾦融機関

業界団体

⼤学等研究機関
事務局︓九州経済産業局
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九州地域におけるサプライチェーン構築に向けた取組の⽅向性
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2023年度の主な取組

2023年 8⽉ 九州洋上⾵⼒関連産業ネットワーク⽴ち上げ
11⽉ キックオフセミナー開催
12⽉ 第1回ネットワーク会議開催

2024年 3⽉ 第2回ネットワークセミナー開催

通年 メルマガ配信（随時）
参⼊に向けた企業等の取組紹介（ホームページ）
関連予算・補助事業等の紹介（ホームページ）
会員企業の保有設備等の情報発信（ホームページ）

※随時会員募集中

稼働時期
（予定）

万kW所在地発電事業者事業計画名称

2025年度22福岡県
北九州市

ひびきウインドエ
ナジー株式会
社等

北九州響灘洋上
ウインドファーム

2026年1⽉1.7
浮体式

⻑崎県
五島市

五島フローティ
ングウィンド
ファーム合同会
社

五島市沖洋上⾵
⼒発電事業

2029年8⽉42⻑崎県
⻄海市

住友商事株式
会社等

⻑崎県⻄海市江
島沖における洋上
⾵⼒発電事業

※報道情報、事業者講演資料を元に九州経済産業局調べ

【参考】九州地域における主な洋上⾵⼒計画の状況（2024年1⽉1⽇時点）

九州地域等における洋上⾵⼒関連産業のネットワーク化について



ご清聴ありがとうございました
問合せ先

九州経済産業局
電⼒・ガス事業課

TEL:092-482-5517

bzl-kyushu-eneten@meti.go.jp




